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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コークス炉の炭化室内に付着したカーボンを、該炭化室内に噴射ノズルを挿入して空気
を噴射しつつ燃焼除去するコークス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法において、燃
焼排ガスのＯ２濃度と次押出し時の押出抵抗値との相関、および押出抵抗値が極小となる
ときのＯ２濃度＝Ｘ（％）を予め把握しておき、燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％）よりも
高いときには次回以降のカーボン焼却時の空気吹込み時間を短縮し、Ｘ（％）よりも低い
ときには次回以降のカーボン焼却時の空気吹込み時間を延長することを特徴とするコーク
ス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法。
【請求項２】
　コークス炉の炭化室内に付着したカーボンを、該炭化室内に噴射ノズルを挿入して空気
を噴射しつつ燃焼除去するコークス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法において、燃
焼排ガスのＯ２濃度と次押出し時の押出抵抗値との相関、および押出抵抗値が極小となる
ときのＯ２濃度＝Ｘ（％）を予め把握しておき、燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％）よりも
高いときには次回以降のカーボン焼却時の単位時間当たり空気吹込み量を減少し、Ｘ（％
）よりも低いときには次回以降のカーボン焼却時の単位時間当たり空気吹込み量を増大す
ることを特徴とするコークス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法。
【請求項３】
　燃焼排ガスのＯ２濃度が０.９Ｘ～１.１Ｘの範囲内となるように次回以降のカーボン焼
却時の空気吹込み時間を調整し、炭化室内のカーボン付着量を制御して壁面を平滑に維持
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することを特徴とする請求項１記載のコークス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法。
【請求項４】
　燃焼排ガスのＯ２濃度が０.９Ｘ～１.１Ｘの範囲内となるように次回以降のカーボン焼
却時の単位時間当たり空気吹込み量を調整し、炭化室内のカーボン付着量を制御して壁面
を平滑に維持することを特徴とする請求項２記載のコークス炉の炭化室の付着カーボン燃
焼除去方法。
【請求項５】
　押出抵抗値が極小となるＯ２濃度Ｘ（％）を、噴射ノズルからＯ２濃度計までの距離を
考慮して補正することを特徴とする請求項１～請求項４の何れかに記載のコークス炉の炭
化室の付着カーボン燃焼除去方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コークス炉の炭化室内に付着するカーボンを燃焼除去する方法に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　コークス炉の炭化室では、乾留生成ガスの熱分解によって生ずるカーボン、および石炭
装入時に飛散する微粉炭が炉壁に付着、コークス化することにより付着カーボンが生ずる
。この炉壁付着カーボンは、炉壁面上で成長するに従い炉壁の熱伝導率を下げ、炭化室の
有効面積を低下させるために炉の生産性を低下させる。またこの炉壁付着カーボンは、コ
ークス押し出しを不可能とするいわゆる押し詰まりの原因となるもので、定期的な除去作
業が必要である。この炉壁付着カーボンの除去方法としては、以下の方法がよく知られて
いる。
　(a)　先端の尖った長さ４～５ｍのヤリ状の冶具を用いて人力で突き落とす方法。
　(b)　コークス押出し用の炉蓋のうち一方もしくは双方及び上昇管を開放し、自然ドラ
フトにより炉蓋部から空気を炭化室内に導入して燃焼させる方法。
【０００３】
　しかしながら、(a)の機械的作用による除去方法では、カーボン層が炉壁から完全に剥
離してしまうのでカーボンによる目地部のシール機能が損なわれるという欠点があるうえ
、３～４人の作業者が、高熱・粉塵等の悪条件下で１５分以上の重労働を余儀なくされ、
好ましくない。また、(b)の方法では、空気導入部近傍の炉壁が、初期にカーボンが焼却
された後にも冷空気が通過することによって過大な冷却を受け、炉体レンガのスポーリン
グによる損傷や、目地開き等の悪影響を受ける。しかも燃焼に利用される酸素は炭化室に
入るもののうち数分の１程度であって、大半の空気は燃焼に寄与することなく炉外に排出
されるため、カーボンの燃焼量を大きくすることができない。このため、カーボン除去に
長い時間を要し、生産の阻害を生じる。
【０００４】
　そこでこれらの課題を解決するために、特許文献１には、噴射ノズルを炭化室内に挿入
して酸素を含む気体を噴射してカーボンを燃焼除去する方法が開示されている。この特許
文献１の発明では、コークス押出し機の押出し電流値により付着カーボンの総量を把握し
、該付着カーボン総量に基づいて噴射条件を決定している。この方法は、予め付着カーボ
ン量と押出し電流値との関係を求めておき、押出し毎の電流値により気体吹き込み条件を
決定する方法である。すなわち、押出し電流値が高いときにはカーボン付着が大であると
判断し、焼却を強化して対応する。
【０００５】
　しかしながら、押出し電流値が必ずしもカーボン付着量を反映しない場合がある。例え
ば、炭化時間不足による未乾留部が存在するために押出し電流値が上昇する場合や、レン
ガ欠損等により大きな凹部のある炉壁ではカーボンが全く付着していない状態であっても
押出し電流値が上昇することがあるため、「押出し電流値が高いときにはカーボン付着が
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大である」との図式が成り立たない。また、カーボン付着量と押出し電流値の関係は各炭
化室の壁面状態によってそれぞれ異なるため、特許文献１の方法を実行するためには各炭
化室毎にこの関係を求める必要があり、非常に多大なデータ蓄積を必要とするという問題
もあった。
【特許文献１】特開昭６１－２３１０８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は上記した従来の問題点を解決し、レンガ目地部のシール機能を損なうことなく
、スポーリング等の損傷を生じさせず、また悪環境下での作業や生産性の阻害を生じるこ
となく、レンガ欠損等のある炉壁においても多大なデータを蓄積する必要なく、押出し抵
抗を低減させる程度の適度なカーボン焼却を可能とする方法を提供するためになされたも
のである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するためになされた請求項１の発明は、コークス炉の炭化室内に付着
したカーボンを、該炭化室内に噴射ノズルを挿入して空気を噴射しつつ燃焼除去するコー
クス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法において、燃焼排ガスのＯ２濃度と次押出し
時の押出抵抗値との相関、および押出抵抗値が極小となるときのＯ２濃度＝Ｘ（％）を予
め把握しておき、燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％）よりも高いときには次回以降のカーボ
ン焼却時の空気吹込み時間を短縮し、Ｘ（％）よりも低いときには次回以降のカーボン焼
却時の空気吹込み時間を延長することを特徴とするものである。
【０００８】
　また同一の課題を解決するためになされた請求項２の発明は、コークス炉の炭化室内に
付着したカーボンを、該炭化室内に噴射ノズルを挿入して空気を噴射しつつ燃焼除去する
コークス炉の炭化室の付着カーボン燃焼除去方法において、燃焼排ガスのＯ２濃度と次押
出し時の押出抵抗値との相関、および押出抵抗値が極小となるときのＯ２濃度＝Ｘ（％）
を予め把握しておき、燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％）よりも高いときには次回以降のカ
ーボン焼却時の単位時間当たり空気吹込み量を減少し、Ｘ（％）よりも低いときには次回
以降のカーボン焼却時の単位時間当たり空気吹込み量を増大することを特徴とするもので
ある。
【０００９】
　何れの発明においても、燃焼排ガスのＯ２濃度が０.９Ｘ～１.１Ｘの範囲内となるよう
に次回以降のカーボン焼却を調整し、炭化室内のカーボン付着量を制御して壁面を平滑に
維持することが好ましい。また、押出抵抗値が極小となるＯ２濃度がＸ（％）を、噴射ノ
ズルからＯ２濃度計までの距離を考慮して補正することが好ましい。
【発明の効果】
【００１０】
　これらの本願発明によれば、炉壁に付着したカーボンの平滑度を表わす指標として燃焼
排ガスのＯ２濃度に着目し、次回以降のカーボン焼却時の空気吹込み時間、または単位時
間当たり空気吹込み量を調整する。これにより、コークス炉の炭化室内に付着成長するカ
ーボンの焼却を適正に制御することができ、凹部の存在する炭化室壁面においても平滑化
が可能となり、押出抵抗値の低減を可能ならしめるものである。この場合、レンガ目地部
のシール性を損なうことがないので、発生ガスのリークや炭化室壁の脆弱化を回避しつつ
、押出抵抗を低減させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　コークス炉の炭化室内に付着成長するカーボンは、過大に成長してコブ状となれば押出
抵抗を増大させるものであるし、逆に過度に焼却すればレンガ目地のシール機能を損なう
だけでなく、壁面の凹凸が露出することによって押出抵抗を増大させることになりかねな
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い。従って、カーボン付着量を適正に制御しつつ、適度に燃焼除去することが重要である
。
【００１２】
　コークス炉の炭化室内に付着したカーボンを、該炭化室内に噴射ノズルを挿入して空気
を噴射しつつ燃焼除去する方法において、燃焼排ガスのＯ２濃度は単にカーボン付着量の
指標ではなく、炭化室炉壁に付着したカーボンの平滑度を表わす指標であると考えられる
。すなわち、炉壁の凹みの著しい炭化室においては、凹み部のカーボンが優先して成長し
ていく。これは、凹み部の炉壁は熱伝導度が高いために温度も高く、また押出し作業時に
カーボンが剥離される可能性が低いためである。これら凹み部に成長したカーボンは噴射
された空気によって燃焼される効率が低いため、多量に付着してもＯ２濃度低下にあまり
寄与しない。ところが、炉壁の平滑な部位に成長するいわゆるコブ状のカーボンは、少量
であっても燃焼効率が高いためにＯ２濃度を著しく低下させる。本発明は、燃焼排ガス中
のＯ２濃度を測定することによって、炭化室炉壁の平滑度を推定することができるとの上
記着想に基づいて完成されたものである。
【００１３】
　図１は請求項１の発明の実施形態を示す図であり、１はコークス炉の炭化室であり、２
は炭化室１からのコークス押出し完了毎に、炭化室１の内部に挿入される噴射ノズルであ
る。各噴射ノズル２には焼却エア吹き込みブロア３から空気が供給され、カーボンを燃焼
させる。噴射された空気は炭化室１内のカーボンを焼却し、上昇管４から排ガスとして排
出される。
【００１４】
　本発明では上昇管４の内部にＯ２濃度測定用のサンプリング管を挿入して燃焼ガスをサ
ンプリングし、前処理手段とＯ２濃度計を備えたＯ２濃度分析装置５によってカーボン焼
却中のＯ２濃度を測定する。カーボン焼却が行われた炭化室１には石炭が装入されるが、
この石炭が乾留し押出しを行う際の押出抵抗値を駆動用モータの電流値として求め、演算
制御装置６により、燃焼排ガスのＯ２濃度と次押出し時の押出抵抗値との相関、および押
出抵抗値が極小となるときのＯ２濃度＝Ｘ（％）を求めておく。なお、押出抵抗値が極小
となるＯ２濃度Ｘ（％）の値を、噴射ノズル２からＯ２濃度計までの距離を考慮して補正
することが好ましい。
【００１５】
　燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％）よりも高いときには、カーボン付着量が過小であると
判断でき、逆にＸ（％）よりも低いときには、カーボン付着量が過大であると判断できる
。そこで請求項１の発明では、燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％）よりも高いときには次回
以降のカーボン焼却時の空気吹込み時間を短縮し、Ｘ（％）よりも低いときには次回以降
のカーボン焼却時の空気吹込み時間を延長する。このようにして常に最適なカーボン付着
量を維持し、レンガ目地部のシール性を損なわない程度の最適なカーボン焼却が可能とな
る。
【００１６】
　なお、カーボン燃焼量に直接影響されるのは燃焼ガス中のＣＯ２量であるが、実験の結
果、カーボン燃焼中にはＣＯの発生はほとんどなく、ＣＯ２濃度＋Ｏ２濃度＝２１％の関
係が成立することが確認できたので、Ｏ２濃度によってカーボン燃焼量を正確に把握する
ことができる。またＯ２濃度計としては例えばジルコニアセンサを使用することができ、
このセンサは自動車に搭載されているように振動に強く、剥き出しのまま使用できるので
目視点検も容易であり、メンテナンス負荷も小さい利点がある。これらの点で本発明の実
用的価値は大きい。
【００１７】
　上記した請求項１の発明では燃焼排ガスのＯ２濃度によって次回以降のカーボン焼却時
の空気吹込み時間を変化させたが、請求項２の発明では、燃焼排ガスのＯ２濃度がＸ（％
）よりも高いときには次回以降のカーボン焼却時の単位時間当たり空気吹込み量を減少し
、Ｘ（％）よりも低いときには次回以降のカーボン焼却時の単位時間当たり空気吹込み量
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を増大する。この請求項２の方法によってもカーボン燃焼量を調整することができる。何
れの発明においても、各炭化室毎に押出抵抗値が極小となるときのＯ２濃度＝Ｘ（％）を
求める必要はなく、同一の気体噴射装置、同一に気体（空気）を用いてカーボン焼却を行
う以上、常に一定の目標Ｏ２濃度をもって調整を行えばよい。
【００１８】
　上記したように、カーボン焼却量を調整するための手段としては、空気吹込み時間を変
化させる請求項１の方法と、単位時間当たり空気吹込み量を変化させる請求項２の方法が
あり、何れの方法を用いても問題はない。しかし請求項２の方法を用いた場合には必然的
に排ガス中のＯ２濃度が変わってしまうため、カーボン焼却時のＯ２濃度測定データが無
効となってしまうおそれがある。この点で、請求項１の方法がより好ましい。
【００１９】
　請求項１、２の発明を実施する場合においては、請求項３、４に記載したように、燃焼
排ガスのＯ２濃度が０.９Ｘ～１.１Ｘの範囲内となるように次回以降のカーボン焼却時の
空気吹込み時間を調整し、炭化室内のカーボン付着量を制御して壁面を平滑に維持するこ
とが好ましい。排ガス中のＯ２濃度は非常に繊細な指標であり、目標値Ｘ（％）ちょうど
に調整することは非常に困難である。そこである程度の幅をもって目標値とすることとな
るが、目標値をＸ±０.１Ｘ（％）超としたのでは幅が大きすぎ、押出抵抗値の極小値に
近付けることができないばかりか、次押出しまでに燃焼装置異常等の操業トラブルが発生
した場合、付着成長したカーボンが剥離するなどして炭化室壁面の状況に変化を来たし、
最悪の場合には押し詰まりを発生させる危険もある。従って目標値をＸ±０.１Ｘ（％）
の範囲内とすることが好ましい。
【００２０】
　このような方法を用いてカーボン付着量の制御を行う場合、炭化室１内のカーボン付着
量が過小である場合には、カーボン焼却開始直後であってもＯ２濃度がＸ（％）を下回ら
ないことがある。このようなときのために、例えば「カーボン焼却開始後、所定秒数経過
後にＯ２濃度＞Ｘ（％）のときは、その時点でカーボン焼却を停止する」ように、予めプ
ログラムしておくことが好ましい。カーボン焼却を継続するか停止するかを判断する時間
は、カーボン焼却装置の特性により個別に設定することとなる。
【００２１】
　また同様に、炭化室１内に花弁状カーボンや凸状カーボンが過大に成長している場合な
どでは、カーボン焼却を相当時間行ってもＯ２濃度がＸ（％）まで上昇せず、結果として
生産を阻害するほどの長時間にわたってカーボン焼却を継続させるケースも考えられる。
このようなときのために、例えば「カーボン焼却開始後、所定秒数経過後にＯ２濃度＜Ｘ
（％）のときは、その時点でカーボン焼却を停止する」ように、予めプログラムしておく
ことが好ましい。カーボン焼却を継続するか停止するかを判断する時間は、カーボン焼却
装置の特性により個別に設定することとなる。
【実施例】
【００２２】
　図１に示した装置を用いて、カーボン焼却を行った。押出電流値と燃焼排ガスのＯ２濃
度との関係は図２のグラフのようになり、押出抵抗値が極小となるときのＯ２濃度は１４
.０％であった。そこで１４.０±１.４％＝１２.６～１５.４％を目標として、焼却条件
を調節した。具体的には、目標値下限である１２.６％を下回った炭化室においてはカー
ボン焼却時間を１０秒延長し、目標値上限である１５.４％を上回った炭化室においては
カーボン焼却時間を１０秒短縮することによって、カーボン焼却量の適正化を図った。
【００２３】
　上記の方法を一ヶ月継続させたときの押出電流値の推移を図３に示す。カーボン焼却毎
に燃焼排ガス中のＯ２濃度を測定し、それを次回カーボン焼却時のカーボン焼却時間に反
映させることにより、押出電流値は低下を始め、一ヶ月程度で従来に比べて押出電流値を
１５％低減させることが可能となった。なお、従来の炭化室内状況はカーボンの付着が全
く無く、炭化室壁の凹みが露わになっていたのに対して、本発明方法を一ヶ月適用した後
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には壁一面に平滑なカーボンが付着しており、炭化室壁の凹みを覆い隠した状態であった
。即ち、図３において押出電流値を低下せしめた理由は、カーボン焼却を強化したことで
はなく、炭化室壁面の凹み部にはカーボンを成長させつつ、平滑部位のコブ状カーボンを
焼却することによって、炭化室壁を平滑化したことによるものである。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施形態を示す断面図である。
【図２】実施例におけるＯ２濃度と押出電流値との相関を示すグラフである。
【図３】実施例における押出電流値の推移を示すグラフである。
【符号の説明】
【００２５】
　１　炭化室
　２　噴射ノズル
　３　焼却エア吹き込みブロア
　４　上昇管
　５　Ｏ２濃度分析装置
　６　演算制御装置

【図１】

【図２】

【図３】
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